
 

1 最新の活動情報をブログで配信中。 

 １．議会２月定例会開催（概要説明）  

   （2月18日～3月17日まで開催） 

長期の新型コロナウイルス

感染症の影響を受け、経

営に大きな支障をきたす

飲食業団体と意見交換。 

 審議内容は、2月補正予算と令和3年度当初予算で
す。感染症により、これまでの社会の継続が困難とな
り、新たな時代を迎えつつあります。例えば、大都市
の密に対して、感染リスクが低い地方に関心が向き、
地方での暮らしや仕事など、地方回帰の動きが加速し
ています。移住定住や新たな経済のあり方も今後は大
きく変わるチャンスです。地方はこの機をどう活かす
かが大きな課題で、これに対応した令和3年度の当初
予算案と組織の改編による県政運営が示されました。 

 
 感染症の影響により、県収入となる法人事業税、地

方消費税、個人県民税などの県税は大幅な減収が見込
まれる中、感染症対策を最優とするため、限られた財
源配分のため極めて厳しい予算編成となっています。 

 令和3年度一般会計の歳出予算総額は、1兆3,094億
円で、前年度比302億円、2.4％を上回る予算編成と
なっています。財源不足を補う県債と臨時財政対策債
の合計は2,137億円余となり、前年度比452億円余、
２６．８％増となっています。財政健全化の目途とし
ている県債残高は１兆6,000億円で、これを少し上回
る１兆6,414億円となりましたが、この緊急事態下に
おいて県政を運営するに当たり、必要な措置とした結
果です。 

 
 新型コロナウイルス感染症対策は、検査体制の充

実、医療体制の確保、地域医療の確保、ワクチン接種
についての対策が図られます。 

 リスクへの備えでは、市町と一体となった地域経済
対策、中小企業の事業継続、雇用の維持、鉄道・バス
などの地域公共交通の支援、新たな避難先の確保と避
難所の生活環境の改善などが盛り込まれています。 

 経済支援では、県産茶や養殖魚の学校給食への提供
による支援、感染者が比較的少ない山梨・長野・新潟
県と連携した農林水産品の域内消費、医療健康産業な
どのリーディング産業の基盤強化やデジタルトランス
フォーメーション(DX)導入による育成、ECサイトを活
用した販路拡大、観光産業の振興支援等があります。 

 新しい働き方やくらし方を支援するために、テレ
ワーク環境整備、ワーケーション、移住定住支援、企
業誘致などが対策として盛り込まれています。 

 
 総合計画の関係では、県土強靱化の推進、早期避難

の意識醸成、安全な生活と交通の確保、安心医療の確
保・充実、健康寿命の延伸、障害のある人が分け隔て
られることのない共生社会の実現、少子化対策、子ど
もの居場所づくり、魅力ある高等学校の実現、県立学
校の老朽化対策、特別支援学校の整備、ICT人材の確
保・育成、多文化共生の推進、夜間中学の設置、新県
立中央図書館設置、脱炭素社会に向けた次世代自動車
技術開発・研究支援、家畜の防疫対策、食肉センター
の再整備、林業支援、環境施策の推進、エネルギーの
地産地消、東京２０２０オリ・パラ開催準備、文化活
動支援、地域外交、富士山静岡空港運営などが主な取
組となります。 

 
 感染症対策や早期に取りかかり効果が出る施策につ

いては、「先議」により議会開会直後に集中審議し、
議決して予算執行できるよう手続きを進めました。 
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2月定例会の代表質問に

登壇。知事の政治姿勢や

次年度の方向性などを質

し、１年を締めくくった。 

会派を代表し、予算折衝

を重ねた結果、令和３年

度当初予算に反映された

要望内容を知事が説明。 

今年度は、県議会危機管理くらし環境委員会委員  自民改革会議政務調査会長に就任 

ハイライト 



 

2 



 

3 

最新の活動情報をブログで配信中。 



 

4 
最新の活動情報をブログで配信中。 

  発行者：静岡県議会議員 鈴木すみよし事務所 

  「県政相談窓口」および「らしんばん」連絡先 

    静岡県富士市比奈1418番地の2〒417-0847 

   ☎0545-34-0683 FAX.0545-38-0070 

  メールアドレス himena@tokai.or.jp 

  ホームページ http://sumiyoshi.info/ 

  ブログ http://blog.goo.ne.jp/sumiyoshi1956/ 

ホットなつぶやき 

 ◆２月議会で決定した国へ提出される意見書 

 ① 地籍調査における民間事業者の測量・調査成果の 
                        活用に関する意見書      
 ② 私学助成の充実強化を求める意見書   
 ③ 核兵器全廃に向けた建設的な議論を求める意見書  
 ④ 35人学級編成に伴う教職員定数改善を求める意見書    
 ⑤ 特定健康診査に歯科項目を追加することを求める 
                                 意見書 
  

 政務調査会長の任もあとわずか。政策全般の取りまとめ
と、要望や予算など当局との折衝の窓口のほか、新型コロ
ナウイルス対策のための国・県・市町・各種団体との連絡・
調整役、そして6月の知事選の準備など、例年にない多忙
な1年にこの職に就き、政治家として貴重な経験をさせて
いただきました。 

新々富士川橋は、令和5年度

供用開始を目指し、国内最大

のクレーンを投入し上部工

（橋梁）組み立てが始まった。 

吉原祇園祭の山車の修理

に、文化庁の支援を得て実

施。1年間の修理作業が終わ

り、神事とお披露目に出席。 

  県政相談窓口 ♥お気軽にどうぞ！ 

 地域の課題、道路・河川等の整備等についてのご相談窓

口です。ご相談いただいた内容については、必要に応じ関

係機関と調整しますが、内容に応じてお時間がかかること

もありますので、ご容赦下さい。 

 ３．会派の令和３年度予算折衝の結果 

 私が会長を務める会派の政務調査会では、約半年を
かけて県内をくまなく回り、政党支部や業界団体、
自治体等からの貴重な意見・要望を聞き、整理、分
析して、既存事業の拡充や新規事業等、230項目の要
望として取りまとめ、12月16日に知事に提出し、実
現に向けて働きかけてきたものです。また、新型コロ
ナウイルス感染症に関する要望も多く、それらも別
枠として対応しました。 
 要望内容のうち、さらに57項目を重点要望として
抽出し折衝を続けてきた結果、関連事業は107事業に
上り、その中で新規事業は17事業、既存事業のうち
43事業で予算の増額が図られています。 
 
 知事は私の代表質問における令和3年度予算要望へ
の対応について、次のように答弁しました。 
 新型コロナウイルス感染症による税収減など、県
税収入が前年度を400億円下回る大変厳しい状況下で
の編成となった。その中において、自民改革会議か
ら要望あるいは意見をいただいた件について、真摯
に受け止め、当初予算案に可能な限り盛り込んだ。 
 また、別枠で要望した感染症対策については、感
染患者の病床確保、ＰＣＲ検査・抗原検査の実施、軽
症者の療養施設の確保等々、医療供給体制の維持に
万全を期していく。今後本格化する、ワクチン接種
においては、市町と十分連携し、速やかで円滑に実
施できる体制を構築する。 
 保育所職員等への慰労金の支給については、2月補
正予算に計上し、先議していただいた。 
 社会経済活動の再生については、ウイズコロナ・
アフターコロナ時代を見据え、中小・小規模企業者の
資金繰り、ビジネスモデルの転換、デジタル化等々、
年度を超えて切れ目なく支援する。 
 また、深刻な打撃を受けている観光事業者、鉄
道・バス等の公共事業者に対しても、しっかり支え
ていく。 
 さらに、県民の生活に身近な道路や河川等のイン
フラ整備を図るために、県単独事業として400億円を
計上した。激甚化する風水害に対応するとともに、コ

ロナ禍においても暮らしやすい県土づくりを進めて
いく。 
 このほか、私立高等学校等における教育費負担の
軽減を図るため、授業料の減免支援の対象世帯を年
収700万円から750万円まで引き上げるほか、ドク
ターヘリを運航する病院への補助金の増額や、地域
包括ケアシステムの拡充などに要する経費も盛り込
んだ。 

 ４．代表質問の論戦から 

 2月定例会の代表質問者として登壇しました。会派を代表す

る立場であり、質問内容は県政の諸課題について幅広く設定し

予算要望に基づています。質問内容は、以下の通りです。 

１．令和3年度に向けた取組について 

（１）知事の政治姿勢 

  ア コロナ禍における危機管理対応 

  イ コロナ対応における東西隣接県との連携 

（２）令和３年度当初予算要望の反映状況 

２．東京2020オリンピック・パラリンピック及び観光振興 

（１）コロナ禍における東京2020オリンピック・ 

           パラリンピックの成功に向けた取組 

（２）観光産業の支援 

３．防災と感染症対策について 

（１）県民の早期避難意識の向上 

（２）ウイズコロナ時代における災害時の避難環境の充実 

４．脱炭素社会に向けた本県の取組について 

５．安心して暮らせる健康と福祉について 

（１）フレイル対策 

（２）障害のある方の地域生活への支援 

６．ポストコロナにおける本県産業の課題について 

（１）中小企業の経営改善支援 

（２）本県農林水産物の販売支援 

（３）医療健康産業の基盤強化 

（４）工業団地整備におけるこれまでの成果と今後の取組 

７．防災・減災、国土強靱化に向けた本県インフラ分野の取組 

８．新県立中央図書館整備について 

９．本県警察行政の取組と課題について 

（１）令和3年の本県警察行政の取組 

（２）あおり運転防止への取組 

5.地域の課題と進捗状況（各地の要望等から） 


